
 

に基づく第二種指定電気通信設備の 

に対する再意見提出者の一覧 

電気通信事業法第３４条第１項の規定

指定に係る告示の一部改正案

 

 

 
（受付順、敬称略） 

意見提出者（計 17 件） 

受付 意見受付日 意見提出者 代表者氏名等 

 １ 成平 2 0 月 14 年 1  3 日 個  人  －

 ２ 成平 2 0 月 14 年 1  3 日 個  人  －

 ３ 成平 2 0 月 14 年 1  3 日 個  人  －

 ４ 成平 2 0 月 14 年 1  4 日 個  人  －

 ５ 成平 2 0 月 14 年 1  4 日 個  人  －

 ６ 成平 2 0 月 14 年 1  4 日 個  人  －

 ７ 成平 2 0 月 14 年 1  4 日 個  人  －

 ８ 成平 2 0 月 14 年 1  5 日 個  人  －

 ９ 成平 2 0 月 14 年 1  9 日 個  人  －

10 平成 24 年 01 月 32  日 個人 － 

11 平成 24 年 01 月 32  日 個人 － 

12 平成 24 年 01 月 32  日 個人 － 

13 平成 24 年 01 月 32  日 個人 － 

14 平成 24 年 01 月 42  日 株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ 代表取締役社長 加藤 薰 

1  5 成平 2 0 月 24 年 1  4 日

ソフトバンクＢＢ株式会社 代表取締役社長 

兼 

ＣＥＯ 

孫 正義 ソフトバンクテレコム株式会社

ソフトバンクモバイル株式会社

16 平成 24 年 01 月 42  日 ＤＤＩ株式会社 Ｋ 代表取締役社長 田中 孝司 

17 平成 24 年 01 月 42  日 個人 － 
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受付番号：201210130000029672 

受信日付：2012/10/13 13:27:18 

 

案件番号：145208059 

案件名： 

電気通信事業法第３４条第１項の規定に基づく第二種指定電気通信設備の指定に係る告示

の一部改正案に対する意見募集の結果及び再意見の募集 

宛先府省名：総務省 

 

郵便番号： 

住所： 

氏名： 

連絡先電話番号： 

利用者メールアドレス： 

提出意見： 

電気通信事業者は利用する国民に対して公正かつ公平なインフラとして提供されるべきもの

と考えます。 

残念ながら、今現在の電気通信事業者間の規定には格差があり、公正かつ公平な提供は成

されていないと結論する事が出来ます。 

事業者間で格差が生じる事は利用者に不利益を生ずるばかりか、一定の事業者のみを優遇

する措置に他無い為、正しい市場原理に則っているとは公言し難く、規定の格差を是正する

事は急務であると確信いたします。 

以上の理由によりソフトバンクモバイルを第二種指定電気通信設備に規定し正しい市場原理

による公正かつ公平なインフラの提供を望むものであります。 
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答申」の趣旨が損なわれるばかりか、第二種指定電気通信設備制度等の規制の潜脱につながりかねないものと考えます。 境整備の在り方 

ための環仮に両社の間で採算を度外視した相互活用等の不透明な処理が行われる事態となれば、「ブロードバンド普及促進の揮すると明言しており、

ナジーを発トバンクモバイル殿とイー・アクセス殿は、無線ネットワークやバックボーン回線、鉄塔等のリソースを相互活用し競争上のシ加えて、ソフ

 より、交渉上の優位性についてこれらの差分は解消されるものと考えます。

なることにとして、イー・アクセス殿を二種指定設備制度の適用対象から除外した経緯がございますが、ソフトバンクモバイル殿と同一企業グループと

ティブが働くものと考えられることを踏まえると、優位な交渉力があると認めることは難しい 

を図るインセン・ＭＮＯとＭＶＮＯの関係において、端末シェアが相当程度低いＭＮＯは、むしろＭＶＮＯに自網を利用してもらうことによって収益の拡大

生じている 

な優劣が との間で交渉力に顕著社3位の事業者とは大きな開きがあり、上位3位の事業者のシェアは第4・ＭＮＯ間の関係において、加入者シェア第

答申」において、 の在り方 

整備情報通信審議会「ブロードバンド普及促進のための環境月に公表された総務省 12二種指定設備制度の適用対象の見直しについては、昨年

イル殿、イー・アクセス殿は、ともにソフトバンクグループとして同一資本傘下に属することが見込まれます。 

の経営統合に関する報道発表がなされました。これにより本年度中にソフトバンクモバと殿スセクア・ーイらか殿クンバトフソ、に0 月 1 日年 1本、たま

 

 

 の早期解消に向け、今年度適用の相互接続料より、総務省における算定の適正性の厳格なる検証を重ねて要望いたします。

者間格差年度適用の相互接続料からとなることから、不透明な算定による事業26続会計として公表される数値を根拠とした相互接続料算定は、平成

、接他方、接続会計の整理・公表は、第二種指定電気通信設備接続会計規則の規定により、指定の日以後に開始する年度から実施されることから

 

いたします。 同置として賛

切な措見込まれます。同社の相互接続料算定については、依然として算定根拠の妥当性検証が十分なし得ない状況にあることを踏まえると、適時適

ことが今後、同社の相互接続料算定の透明性確保、ならびに接続協議の円滑化が図られる度から接続会計の整理・公表が義務化されることとなり、

年25先般意見提出したとおり、ソフトバンクモバイル殿が本年中に新たに指定されることで今年度内に同社は総務大臣へ接続約款を届出し、平成

意見 

 

ドコモ 意見提出者：NTT

 

す。 厚く御礼申し上げます。つきましては、当社の意見を以下のとおり提出させていただきますので、お取り計らいの程宜しくお願い申し上げま

だき、提出の機会をいた再意見正案」に関して、指定電気通信設備の指定に係る告示の一部改「平成２４年９月４日付け情郵審で公告された第二種

 

（別紙）  
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以上 

 

厳格なる検証を実施すべきと考えます。 

く要請し、種指定設備を保有する事業者として指定するか、総務省から「第二種指定電気通信設備制度の運用に関するガイドライン」に基づく算定を強

たに二かかる懸念を未然に防ぐ観点から、イー・アクセス殿の接続料についても他の接続事業者等による客観的な検証が可能となるよう、同社を新

意見 
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情報通信⾏政・郵政⾏政審議会議事規則第４条及び接続に関する議事⼿続規則第２条の規定に
より、平成２４年９⽉４⽇付け情郵審で公告された第⼆種指定電気通信設備の指定に係る告⽰の⼀
部改正案に関し、別紙のとおり再意⾒を提出します。（⽂中では敬称を省略しております。） 
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以上 
接続料より、総務省における算定の適正性の厳格なる検証を強く要望いたします。 

透明な算定による事業者間格差の早期解消に向け、今年度適⽤の相互したがって、不
が懸念されます。 

ことるることとなれば、省令改正ならびに指定告⽰改正の意義が⼤きく損なわれる事態にな
要があると考えます。 対する規制のあり⽅についても整理する必証できません。仮に昨年度と同様に不透明な算定が継続され開⽰が実現できなければ検

の設備に社となる予定のイー・アクセス社%⼦会100ク社のンまた、ソフトバ算定が⾏われているかどうかは、事業者間の合意に基づく情報した適正な拠イドラインに依
社が算定しているかについて厳格に検証を⾏うべきです。 3⽅に沿って種指定電気通信設備制度の運⽤に関するガに⼀定程度の検証は為し得るものの、第⼆

の考えにし、こ明確を⽅え⽅法の考算定接続料のてにおいインラするガイドに関会計報告書を基者の⽴場では相互接続料算定の適正性について、接続加えて、事業
な競争環境の整備を図る観点から、第⼆種指定電気通信設備制度の運⽤の相互接続料からとなります。 値を根拠とした相互接続料算定は、平成26年度適⽤

公正においては、省るとおり、総務の意⾒にもあドコモ社・・ティティ・なお、エヌれる数より、指定の⽇以後に開始する年度から実施されることから、接続会計として公表さ
め、適正な措置と考えます。 は、第⼆種指定電気通信設備接続会計規則の規定に表他⽅、接続会計の整理・公

れるたまれることが⾒込円滑化が図ら確保や協議の定の透明性は、接続料算切な措置として賛同いたします。 えると、適時適
されることイル社が指定モバンクトバフ回、ソ基づいて、今基準値になられた新たま踏定根拠の妥当性検証が⼗分なし得ない状況にあることをなかったものの、依然として算

通信事業法施⾏規則の省令改正によって定めの電気⽉6年したがって、本相互接続料と⽐べ格差の拡⼤こそれた平成23年度適⽤相互接続料に関しても、当社の
を改善し、公平な競争環境を確保することが必要です。 れ在するため、こえ、本年2⽉に公表さ続料の算定根拠開⽰を求めるあっせん申請が打切りになったことに加

存⼀部る状況がていっが不相応となで規制⽔準間MNOある指定対象外でては、当社が⾏った平成22年度適⽤相互接同社の不透明な相互接続料算定につい
とNOMの市場シェアの推移を踏まえ、現⾏制度において規制対象となっている続料算定の透明性確保、ならびに接続協議の円滑化が図られることが⾒込まれます。 

、事業者間の相互接続料算定については、現在のみ導⼊すべきと考えますが後、同社の相互接なり、これらの規定により、今の規定が適⽤されることと表計の整理・公
の規制限⼩最、必要ね争に委市場競として原則はル市場においてうに、モバイは平成25年度から接続会に総務⼤⾂へ接続約款を届出することとなります。また、同社

よのれています。こ提供さなサービスがお客様に多様多種ており、げ広り争を繰年中に新たに指定されることで今年度内に同社はわれるもので、ソフトバンクモバイル殿が本ドコモ 
烈な競て熾意⼯夫し創ーヤーが⾃由にプレなまざのさま業者等ーム事ォットフの電気通信事業法施⾏規則の改正を踏まえて⾏⽉の改正は、本年6 ⽰指定に係る告ティ・・エヌ・ティ

⽇本のモバイル市場においては、通信事業者のみならず、端末ベンダーやプラ の規定に基づく第⼆種指定電気通信設備の項条第1 今回の電気通信事業法第34  株 式 会 社
再意⾒ 該当部分 意⾒提出者 

株式会社 KDDI再意⾒提出者： 
（別紙） 
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